
　今年６月に国土交通省が発表した「建設
業許可業者数調査」の結果によると、平成
26年３月末時点の県内の建設業許可業者
数は、5,454業者だった。前年差＋24業者
（前年比＋0.4％）で、４年ぶりの増加となっ
た。全国（同＋0.2％）を上回る伸び率だ。
　グラフは県内の建設業に関するデー
タを指数化したものだ。リーマン・ショッ
クが発生した平成20年度を基準の100
としている。建築需要を示す「建築物の
数」「床面積の合計」「工事費予定額」はと
もに、翌平成21年に大きく下落した。そ
の後徐々に上昇し、消費税増税を控えた
平成25年度には駆け込み購入の影響も
あり、「建築物の数」の指数は100まで
戻った。こうした需要の回復のもと、新規

業者数が廃業等業者数を上回った。
　一方で、人手不足が深刻化している。
平成25年度の「新規求人者数」は、リー
マン・ショック前の平成19年度の水準ま
で戻った。直近６月の職種別有効求人倍

率をみると、「建設・採掘の職業」は2.3倍
となり、１人の求職者に対して2.3人分も
の求人がある状況だ。
　人手不足解消に向け、全国的には女性
や外国人活用の動きがみられる。県内企業
が活動を維持・成長するためにも、こうした
変化への対応が本格的に求められそうだ。 

（（株）しがぎん経済文化センター 中村 雅臣）

建設業許可業者数調査（平成26年３月末時点）より

県内の建設業許可業者数は、４年ぶりに増加の5,454業者
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有効求人倍率は2.3倍で、人手不足が深刻化

資料…国土交通省「建設業許可業者数調査」、「建築着工統計」、滋賀労働局「職業安定業務月報」をもとに当社作成。
（注）…「許可業者数」は年度末（３月末）時点。「工事費予定額」は建築工事届時点の予定額であり、完成した時点の工事額と異なることがある。

県内建設業の許可業者数、新規求人者数、建築需要の推移（指数）（平成20年度＝100とした場合）
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　「経済財政運営と改革の基本方針2014」いわゆる骨太の方

針2014が日本再生戦略の改訂として６月に発表されました。そ

の中で望ましい未来像に向けた道筋を掲げ、①稼ぐ力の増強

②担い手確保③新成長分野④地域活性化という四つのポイン

トが示されています。

　特に秋の臨時国会において「まち・ひと・しごと創生本部」の設

置や中小企業支援の関連法案の提出が予定されており、地方

のコンパクト化や構造改革の重要性が成長戦略としてよりクロー

ズアップされるものと思いますが、公共投資やインフラ整備に頼る

のではなく、地域資源の活用や地元企業の活性化を核とした成

長戦略に基づく地方経済の永続的な発展が課題であります。

　話は変わりますが、すでに当行は平成15年10月に創立70周

年を記念した意見広告の中で「地方銀行の時代」に挑戦すると

の決意を表明しております。まさに真価が問われる時代になった

と再認識しているところです。

　少子高齢化を背景とした潜在成長率の低下、新興国の経済

成長に伴うグローバリゼーションのさらなる進展等内外に課題を

抱える中で取り巻く環境はより厳しくなりますが、潮目の変わりを

乗り越えるには目指すべき明確な将来指針をしっかりと持ち、や

るべきことが明確でなければなりません。加えて「野望」はいけま

せんが、経営理念に基づく「野心」はしっかりと持って「覚悟」を

決めて経営に向かう時と愚考いたします。

滋賀銀行 常務取締役

児玉 伸一

「野心」と「覚悟」
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「小松菜ペースト」を使った栄養満点の２種類の「ドレッシング」
　草津市で小松菜、水菜を中心に高品質野菜を提供している株式会社
横江ファーム。「消費者が求める野菜を作りたい」を理念に、天然素材で
の自社製堆肥や、補虫機を使った「低農薬野菜」の実現など、さまざま
な工夫で安心・安全な野菜づくりをしている。
　そんな横江ファームが自社栽培の小松菜を使った加工製品を７月に発
売した。その一つが一般向けに発売された「小松菜ペースト」。これまで堆
肥にするしかなかった規格外の外葉を有効活用するために生まれた商品

だ。すでに業務用として草津市の学校給食等に提供して、シチューやソー
スに使われ好評を得ている。着色料を一切使用していないのに加熱して
も鮮やかな緑色のままが特長で、常温保存ができ栄養価も高い。パンや
麺などに混ぜて使うこともできる。
　その「小松菜ペースト」をベースに開発したのが２種類の「かける小松菜
ドレッシング」の「だし」タイプと「しょうゆ」タイプだ。ペースト同様に野菜嫌
いの子供や高齢者も食べやすく、野菜不足を補えると期待されている。
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■本社／草津市北山田町2254-4
■設立／2011(平成23）年 
■代表／横江 傅造
■従業員数／45名
■事業内容／軟弱野菜の周年栽培、根菜類・果菜類の栽培
■問い合わせ先／TEL：077-535-5510
■URL／http://www.yokoe-farm.co.jp/
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国際協力銀行（JBIC）と業務協力協定を締結

協定書を交わした児玉常務（左）と国際協力銀行の家田執行役員

　当行は８月11日、株式会社国際協力銀行（略称：JBIC※、
本店・東京都）と「業務協力協定書」を締結しました。
　今回の協定締結により、海外ビジネスを展開あるいは検討
されているお取引先に対し、世界各国の投資環境情報のご提
供と、現地通貨での資金調達など資金面でのサポートがより
一層充実します。
　協定書交換式で当行の児玉常務は、「新興国での資金調達
体制を強化できた」と述べ、“アジアに強いしがぎん”をさらに
推進させる協定の効果を強調しました。
　JBICは、日本政府100％出資の政策金融機関であり、一
般の金融機関が行う業務を補完することを旨としつつ、日本
の産業の国際競争力維持及び向上等を通じ、日本と国際経
済社会の健全な発展に寄与することを目的としています。
　当行はこれまでにも、各国の金融機関、行政機関との業

務提携を結ぶことで、お取引先の海外進出・展開のサポー
ト体制を充実してまいりました。今後も、近畿地銀で唯一の
海外支店である香港支店をはじめ、上海駐在員事務所、バ
ンコク駐在員事務所の海外３拠点と本部アジアデスクを結
ぶネットワークで、お取引先の海外ビジネスをサポートして
まいります。

※Japan Bank For International Cooperation
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